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住民基本台帳法施行令等の一部改正について（通知） 
 
 
 住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令（平成３１年政令第１５２号）が、本

日公布されました。 
 この改正は、氏に変更があった者の旧氏の住民票への記載に関する事項等を定めるほ

か、所要の規定の整備を行うこととしたものです。 
貴職におかれては、下記事項にご留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配慮をさ

れるとともに、各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の指定都市を除く市町村長

に対してもこの旨周知願います。 
なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項に基

づく技術的な助言であることを申し添えます。 
 

記 
 
第１ 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）の一部改正 
  １ 氏に変更があった者は、住民票に旧氏の記載を求めることができることとし、旧

氏の住民票への記載の手続等について所要の規定を設けるものとすること。（第３

０条の１３及び第３０条の１４関係） 
  ２ その他所要の規定の整備を行うものとすること。 
 
第２ 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律施行令

（平成１５年政令第４０８号）の一部改正 
  １ 旧氏を旧氏記載者に係る署名用電子証明書の記録事項とする等、電子署名等に係

る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５

３号）の規定の適用について、旧氏記載者の特例を定めるものとすること。（第３

３条関係） 
  ２ その他所要の規定の整備を行うものとすること。 

殿 



 
第３ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令

（平成２６年政令第１５５号）の一部改正 
      旧氏を旧氏記載者に係る個人番号カードの記載事項とすること。（第１条関係） 
 
第４ 施行期日等に関する事項 
  １ この政令は、平成３１年１１月５日から施行するものとすること。（附則第１項

関係） 
  ２ その他所要の規定の整備を行うものとすること。 


